
三  ●  ≪平成18年6月23日（金）第13回社会保険事業運営評議会≫  

国民年金保険料の申請免除等問題の実態調査について  （案）  

1．調査内容   

（1）申請書の全数調査   

○ 全国で約274万人（平成18年4月末現在）に及ぶ平成17年度の国民  
年金保険料の申請免除及び若年者納付猶予の申請書類等の全件を確認し、不  
適正な事例の有無について、詳細に調査する。  

【調査事項及び調査の手順】  

①申請書の有無の確認   

中請書と確認リスト（業務センターで作成する免除等処理結果リスト）   

とを突合してチェック  

②所得要件確認のための市町村経由の確認   

個々の申請書について、所得要件確認のために市町村を経由した事蹟   

がないもの（市町村の証明印がない等）をチェック  

③申請書の代筆の有無の確認   

個々の申請書について、筆跡が酷似し、職員による代筆作成が疑われ   

るものをチェック   

④申請書の本人押印の確認   

代筆作成した申請書であって押印のあるものについて、押印の具体的   

な時期・処理方法を関係者から聴取  

（2）不適正事案の詳細調査（詳細は別添1）  

○ 関係職員からの提出資料及びヒアリングを基に、各社会保険事務所・社会保   

険事務局における不適正事案ごとの責任の所在について詳細に調査するとと   

もに、全国的に生じた原因を究明する。（この調査結果を活用し、その後、本   
件に係る関係者の処分を行う。）  

【調査事項】  

（》不適正な事務処理の発案から実行に至る具体的な経緯（発案者、方針   
決定者、実行指示者、行為者の特定）  
②不適正な事務処理の動機  

③事務局・事務所の管理者の関与の有無  

④関係者の違法性の認識  

⑤一連の本庁調査に対する対応  
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【調査の手順】  

①関係者による申告書の作成・提出  

②関係者のヒアリングの実施  

③各関係者による申告内容及び関係書類の分析  

④関係者に対する再ヒアリングの実施  

※ 併せて、不適正事案が生じなかった社会保険事務所及び社会保険事務局につい   

ては、生じなかった背景・理由等について把握する。   

※ 不適正事案詳細調査の状況を踏まえつつ、別途、本庁の全職員（平成17年度   

に本庁、社会保険業務センター及び社会保険大学校に在籍していた職員）に対し   

て、   

①社会保険事務局・事務所から問い合わせを受けて、了承した事案はないか   

②了承していなくても事案を知っており、結果として黙認していたという事実  
はないか   

等の関与の有無について、文書調査及び面接調査を行い、確認する。   

（不適正事案詳細調査の結果と併せて、検証委員会に報告する。）  

2．圃査休制■方法（詳細は別添2）  

○ 社会保険庁長官を長とする「実態解明チーム」を編成し、調査を行い、調査   

結果については、「検証委員会」に報告する。  

O 「実態解明チーム」については、本庁の指導官及び指導官以外の職員並びに   

地方監察官（自らの都道府県の調査には加わらない）により、47班編成し、   

全事務局に対する調査を実施する。なお、不適正処理を行った事務局について  

は、本庁職員を重点的に配置したチームにより対応する。  

O 「申請書の全数調査」については、原則として、各事務局に管内の全事務所   

分の関係書類を集約し」事務局内で一括して調査を実施し、「不適正事案の詳   

細調査」については、関係者を随時、事務局に召喚しヒアリングを実施する。  

3．圃査期間   

0 18年6月9日に実態解明チームの派遣を開始し、全数調査については6月  

末、不適正事案詳細調査については7月中旬までに終了。  

4．問題発生の構造的背景の分析   

○ 実態調査の結果を踏まえ、今回の問題について、未然に防止することはでき   

なかった理由は何か、本庁からの業務指示がどのような影響を与えたのかとい   

った点を含め、問題発生の構造的な背景を分析する。  
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＜スケジュール＞  

6月 9日（金）   

6月18日（日）  

現地調査を開始  

」ユ  

現地調査を終了  

Jユ  

（全数調査についての調査結果の整理）  
」ユ   

「検証委員会」に報告、公表  

↓  

6月末  

7月 7日（金） 不適正事案詳細調査についての補完調査作業を終了  

Jユ  

（不適正事案詳細調査についての調査結果の整理）  

且   

問題発生の構造的背景の分析  

且   

「検証委員会」に報告、公表  7月中旬  
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不適正事案の詳細調査について  

L 
＿＿  

国民年金保険料の申請免除等にかかる不適正な事務処理が、どのような経緯で発生し  

遊星丞どのように関与していたかを明らかにするため、関係職員から、当該不適正事務  
処理への関与の有無等について、申告書を提出させるとともに、事務局一事務所ごとに  

調査票を作成させ、双方の整合性を確認する。  

旦」調査方法  

① 塾会保険事務局及び社会保険事務所における国民年金業務担当職員等から、当該不   

運正事務処理への関与の有無、関与の内容等についての申告書を提出させる。  

（調査対象者）  

平成17年4月1日から平成18年4月30日までの間において、社会保険事   

務局及び社会保険事務所に所属した全職員（非常勤職員（国民年金推進員を含む。）   

を含む）。  

なお、既に退職している者についても、可能な限り提出に努められたいこと。  

②垂掛輝こ   

⊇いて、調査票を作成・提出させる。  

③ 双方の整合性を確認し、必要によっては、さらに補完的調査を行ったうえで、責任  

明らかにする。  

乱⊥調査事項  

① 職員からの申告書については、別紙1、別紙2、別紙3及び別紙4のとおり。  

② 事務局、事務所ごとに提出させる調査票の調査事項については、別紙5のとおり。  
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（別紙1）  

（該当するものに○を付します。）  

1．私は、平成17年4月1日から平成18年4月30日までの間において、   

国民年金保険料申請免除等の事務処理にあたり、下記の（1）又は（2）  

に記裁する不適正な取扱いについて、  

ア．関与しました。 イ．関与していないが、 ウ．関与していません。  

知っていた。  

（1）個々人の申請の意思を確認＿しないまま承認手続を行い、かつヾ本人に免除等   

承認の通知をした。  

（2）個々人の申請の意思を確認しないまま承認手続を行い、かつ、本人に免除等   

承認の通知をしていない。  

（注）該当する項目に「O」を付します。  

2．］＿に記載する不適正な取扱いについての私の関与等の状況は、以下のと   

おりです。  
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3．関与の際、当該取扱いが国民年金関係法令に違反するのではないかとい   

う認識が、  

ア．あった。  イ．なかった。  

以上の申告に相違ありません。  

平成二L8年6月   日  

（当時の所属：  

（当時の役職：  

（所 属）  

＿ （役職名）  

（氏 名）  
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（別紙2）   

申   

（該当するものに○を付します。）  

1・私は、平成17年4月1日から平成18年4月30日までの間において、  

国民年金保険料申請免除等の事務処理にあたり、下記の（1）から．（3）  

に記載する小ずれか の不適正な取扱いについて、  

ア・関与しました。 イ．関与していないが、 ウ．・関与していません。  

知っていた。  

（二1）電話等により個々人の申請意思を確認して、職員が申請書を代筆し、承認手   

続を行ったが、申請の意思確認や、申請書の代筆に係る同意等が事蹟（記録）   

として残されていない。  

（2）電話等により個々人の申請意思を確認して、職員が申請書を代筆し、承認手   

続を行ったが、申請の意思確認や、申請書の代筆に係る同意等が事蹟（記録）   

として残されている。  

（：り電話等により個々人の申請意思を確認して、職員が申請書を代筆し、承認手   

続を行ったが、事後に本人からの申請書を全て受領した。  

（注）該当する項目全てに「O」を付します。  

2．1に記載する不適正な取扱いについての私の関与等の状況は、以下のと   

おりです。  

■‾■－－■■－－－－－■■－－－－－－●■－－－●－－■－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－一一－一一－－－一－－－一一一－－－－－－－－－－－－一一－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－■－■■  

‾‾‾●●●一一－●●－●－－一－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－一一－－一一－－－－－一－－一－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－→－－－－－－－一－－－－－－－－－－－■■  

■■■■－一一■■■－－－－■■■■■－－－一一－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－一一－－－一一－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－一一－－－－－－－－－一一－－－■■－－▼■  

－－－－－■－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－一一－－－一－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－一一－－－－－－一一一一一－－－一一－－一一－－－－－一－－－■■  

●‾■－一■一一－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－一－－－一－－一■  

■■●－■■■－■■■■－－－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－一一－－一－－一一－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－一一■－－－－－－－－■■■■  

－■－－■■■－－■■－一一■■－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－一－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－一■一一■■■■－一一■－●●－■－■－－【  

‾‾－－－■■－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－一－－－一一一－－－一－－－一－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－一一一一－  
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3．関与の際、当該取扱いが国民年金関係法令に違反するのではないかとい   

う認識が、  

ア．あった。  イ．なかった。  

以上の申告に相違ありません。  

平成：18年6月   日  

（所 属）  

（役職名）  

（当時の所属：  ）  

（当時の痩職：  ）  

（氏 名）  
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（別紙3）   

申   

（該当するものに○を付します。）  

1．私は、平成17年4月1日から平成18年4月30日までの問において、  

国民年金保険料申請免除等の事務処理にあたり、下記の（1）から（3）  

に恵載するいずれかの不適正な取扱いについて、  

ア．関与しました。 イ．関与していないが、 ウ．関与していません。  

知って・いた。  

（ユ．）代筆作成した免除申請書に、押印を行った。  

（2）全額免除、半額免除又は納付猶予の申請がなされている者に対・し－、申請者の   

申請意思を十分に確恵せずに、当該申請希望項目以外の項目で承認した。（電   

話等で申請者の意思を確認したものを除く。）  

ア 全額免除又は半額免除で申請があったにもかかわらず、納付猶予で承認  

した。 

イ 全額免除で申請があったにもかかわらず、納付猶予で承認した。  

ウ 半額免除で申請があったにもかかわらず、納付猶予で承認した。  

エ 全額免除又は納付猶予で申請があったにもかかわらず、半額免除で承認  

した。  

オ 全額免除で申請があったにもかかわらず、半額免除で承認した。  

カ 納付猶予で申請があったにもかかわらず、半額免除で承認した。  

キ 半額免除又は納付猶予で申請があったにもかかわらず、全額免除で承認  

した。  

ク 半額免除で申請があったにもかかわらず、全額免除で承認した。  

ケ 納付猶予で申請があったにもかかわらず、全額免除で承認した。  

（3）外国人が免除の申請をする前に帰国してしまった場合に、申請書なしに免除   

の処理を行った。  

（注）該当する項目全てに「O」を付します。  
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2．1に記載する不適正な取扱いについての私の関与等の状況は、以下のと   

おりです。  

3．関与の際、当該取扱いが国民年金関係法令に違反するのではないかとい   

う認識が、  

ア．あった。  イ．なかった。  

以上の申告に相違ありません。  

平成】．8年6月   日  

（所 属）  

（役職名）  

（氏 名）  

（当時の所属：  

（当時の役職：  
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（別紙4）  
申   

（該当しない方は、提出の必要はありません。）  

1．私は、平成17年4月1日から平成18年4月30日までの間において、   

国民年金保険料申請免除等の事務処理にあたり、（別紙1）から（別紙3）   

に記載されていること以外の不適正な取扱いについて、関与しました。・  

2．1に記載する不適正な取扱いについての私の関与の状況は、以下のとお   

りです。  

3．関与の際、当該取扱いが国民年金関係法令に違反するのではないかとい   

う誅織が、  

ア．あった。  イ．なかった。  

以上の申告に相違ありません。  

平成18年6月   日  

」亘 ＿ 

」復職名〕  

（当時の所属：  

（当時の役職：  
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（別紙5）  

調査事項  

【社会保険事務局】   

1 発生した事象  

2 発案者（提案者）は誰か  

3 発案（提案）の経緯について  
（他の事務局等から聞いたのであれば、いつ、どこから聞いたのか等）  

4 方針決定・実行に至るプロセスについて  
（誰が、どめような場で、どのように決定したのか、実行指示の状況等）  

5 不適正な事務処理を行った理由（動機）  

6 事務局長等の関与の状況等  
（管理者が知っていたのか、知った時期、対応、違法の認識の有無等）  

7 本庁に可否の照会等をしたか  
（照会内容、回答内容、照会等しなかった場合はその理由等）  

8 本庁に対する報告状況  
（報告にあたって行った調査方法、事実と異なる報告内容とした理由等）  

【社会保険事務所】   

1 発生した事象  

2■ 発案者（提案者）は誰か  

3 発案（提案）の経緯たっいて  
（他の事務所等から聞いたのであれば、いつ、どこから聞いたのか等）  

4 事務局との関係について  
（事務局からの指示の有無等）  

5 方針決定・実行に至るプロセスについて  
（誰が、どのような場で、どのように決定したのか、実行指示の状況等）  

6 不適正な事務処理を行った理由（動機） 

7 所長等の関与の状況  
（管理者が知っていたのか、知った時期、対応、違法の認識の有無等）  

8 事準局に可否の照会等をしたか  
（照会内容、回答内容、照会等しなかった場合はその理由等）  

9 実行を指示した者は誰か  

〔 

不適正な免除勧奨状等の作成・送付、不適正な免除勧奨電話、  

の代行作成、WMへの入力等について、実行指示の状況等  

10 実行者は誰か  

〔 

不適正な免除勧奨状等の作成・送付、不適正な免除勧奨電話、  

の代行作成こ WMへの入力等について、実行した者の状況等  

免除承認通知書等の発送の有無  

事務局に対する報告状況  
（報告にあたって行った調査方法、事実と異なる報告内容とした理由等）  

－12－   



平成17年度国民年金保険料の免除等に係る事務処理について（報告）  

○調査結果  

二三  全ての事務所で適正な事務処理をしている。  

第1次調査報告（5月29日）のとおりである。 
（詳細は、別添（調査票様式1）のとおり。  

第1次調査報告と一部（類型区分または件数）相違。  

（詳細は、別添（調査票様式1）のとおり。  

【内容】  

新たな事象が発覚（5月29日以降尭覚した事象）  

（詳細は、別添（調査票様式3）のとおり。  

【内容】  

（注）A、B、C、Dのうち、苦亥当するものにrO」を記入。  

当局の処理は、上記の通り相違ありません。  

平成18年  月  日   

社会保険庁長官  

村瀬 清司 殿  

所 属   社会保険事務局長   

氏 名   ⑳   

ー13－   



平成18年6月 日  

社会保険事務局における免除等処理について  

1．概要  

2．経過  

対応   3．今後の  

－14－  



（調査票様式1）  

調査結果（事務局集計表）  

畢整局名 

（管内社会保険事務所数：】 事務所）  

不適正処理の類型区分  事務局が主導   
事務所が主導し  事務所が主導し  

事務局も了承  事務局は不知   

①本人に免除等承認の通知をし   
（1）個々人の申請  

たもの   

件   件   件  

の意思を確認しな  （事務所数  所）   （事務所数 所）   （事務所数  所）  

いまま承認手続を  

行ったもの  ②本人に免除等承認の通知をし   件   件   件  

ていないもの   
（事務所数  所）   （事務所数  所）   （事務所数  所）   

①申請の意思確認や、申請書の代  

筆に係る同意等が事績・（記録）  
件   件   件  

（2）電話等により  として残されていないもの  （事務所数   所）   （事務所数  所）   （事務所数  所）  

個々人に申 

を確認して、職員                             ②①の各事項が事績（記録）とし   件   件   件   

が申請書を代筆  て残されているも．の   

し、承認手続を行  
（事務所数   所）   （事務所数   所）   （事務所数  所）  

ったもの  
③事後に不人からの申請書を全   件   件   件  

て受領したもの   
（事務所数  所）   （事務所数  所）   （事務所数  所）  



（調査票様式1）  

調査票【事務局】  

（注）該当する項目の全てについて記入。  事務局名：  

1  発生した事象  

（所属、役職、氏名）   
2  発案者（提案者）  

（他の事務局等から聞いたのであれば、いつ、どこから聞いたのか等。）  

3  ，発案（提案）の経緯  

（誰が、いつ、どのような場で、どのように決定し、どのように実行指示したのか乳）（事象が複数の場合時  

それぞれに）  

4  方針決定▼実行に至る  －－－－－－－一－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－一一－－一－－－－－一一－－－－－－－－－－■■＋●●－－－－－－－－－－－－－－‥－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  

プロセス  

■－－1■■■【■、▼一一－－－－－－－－－－－－－…－一一－－－－－－－一一－－－＝－－一一一－－－－－－－一一－－－－一－－－－－－－一一一－－－一一…－－－－－－一一一－－－－－－…－－－－－一一－－＝■－－－－■－－－－－－■■－－－■‾－－－‾－－■、  

（決裁の有無 有・無）  



（調査票様式1）  

l  

l（なぜ、そのような事務処理を行ったのか0（動機））  t  

不適正な事務処理を行  
5   
った理由  

（事務局長等の管理者は知っていたのか。誰に、どのような指示をしたのか等。、）  

6  事務局長等の関与  

（知った経緯、時期、報告者、局長等ゐ対応等。）  

事務局長等が知ったの  

7  
はいっか。  

（事務局長等の管理者は、事案によっイ違法であるとの認識はあったか否か。どのような認識だったのか。）  

8  事務局長等の認識  



（調査票様式1）  

（照会等した場合は、本庁の相手方、時期、照会内容、回答内容等。）  

（照会等しなかった場合は、その理由。）  

9 
本庁に可否の照会等を   

したか。  

庁への報告内容   （指示を受け、誰がどのような調査・確認を行ったか。上司への報告内容。  
調査指示日  

（報告年月日）   庁への報告内容の経緯。誰の判断で報告しなかったのか等。）  

3月13日  

庁に対す  
10 
る報告  5月18日  

5月19日  

5月25日  



（調査票様式1）  

曇  

報告に至る経緯（局樗は、誰がどのように報告してきたか。なぜ、今まで判  
報告年月日  庁への報告内容  

明しなかったのか。誰の判断で報告しなかったのか等。）  

上記以降  

11   

する報告  月  日  

（注）決裁の有無欄に「有」とした場合は、当該決裁の写しを添付すること。   



（調査票様式3）  

事務局名：  調査結果（事務局集計表）  

新たに発覚した事象 件   

新たに発覚した事象の内容   
庁への  

報告の有無  事務局が主導   
事務所鱒ミ主導し   事務所が主導し   

（5月29日以降発覚）  
（報告年月日）  

事務局も了承   事務局は不知  

有・無   
件 件   件  



（調査票様式3）  

調査票【事務局】  

（注）該当する項目の全てについて記入。  事務局名：  

1  発覚した経緯  

（所属、役職、氏名）   
2  発案者（提案者）  

（他の事務局等から聞いたのであれば、いつ、どこから聞いたのか等。）  

3  発案．（提案）の経緯  

（誰が、いつ、どのような場で、どのように決定し、どのように実行指示したのか等。）（事象が複数の場合は  

それぞれに）  

4  方針決定・実行に至る  

フpロセス  

（決裁の有無 有・無）  

N  



（調査票様式3）  

（なぜ、そのような事務処理を行ったのか。（動機））  

5   
不適正な事務処理を行  

った理由  

（事務局長等の管理者は知っていたのか。誰に、どのような指示をしたのか等。）  

6  事務局長等の関与  

（知った経緯、時期、、報告者、局長等の対応等。）  

事務局長等が知ったの  

7  
はいつか。  

（所長等の管理者は、当事案が違法であるとの静識はなかったのか否か。どのよう考課識だったのか。）  

8  事務局長等の認識  




